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◎

27,790 人　　 【前月比 50 人　　（ 0.2% ）　　減 】
23,442 人　　 【前月比 218 人　　（ 0.9% ）　　減 】

◎

10,156 人　　 【前月比 101 人　　（ 1.0% ）　　増 】
5,136 人　　 【前月比 305 人　　（ 5.6% ）　　減 】

◎ 令和５年３月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和４年12月以前の数値は、令和５年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

(令和5年3月)

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職業安定課長　　　　鈴木　彰
　　地方労働市場情報官　小野　仁
　　　電話　017（721）2000

有効求人倍率　　１．１９倍【前月比０．０１ポイント上昇】
有効求人数
有効求職者数

青森県の雇用失業情勢について

下記Ⅰの①参照

※　記載の数値は季節調整値（「補足資料」P6参照）

青森労働局発表
令和５年４月27日

テレビ・ラジオ・インターネット ４月28日 ８時30分解禁

新聞　４月28日 夕刊解禁

新規求人倍率　　１．９８倍【前月比　０．１３ポイント上昇】
新規求人数
新規求職者数

①　有効求人倍率は、令和３年４月から24か月連続で１倍以上。

下記Ⅰの②参照

有効求人数・求職者数及び有効求人倍率の推移

　青森県の雇用失業情勢は、緩やかに持ち直しているものの、新型コロナウイルス感
染症や物価上昇が雇用に与える影響に留意する必要がある。

②　新規求人倍率は、平成25年６月から118か月連続１倍以上。

求人・求職の状況（季節調整値）

新規求人数・求職者数及び新規求人倍率の推移
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Ⅱ

対前年増減数
（人）

対前年増減率
（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

24,370 6,190 5,433 4,211 1,378 953 2,151 1,493 1,228 1,333

29,632 7,704 7,878 5,207 1,123 1,324 1,767 1,786 1,755 1,088

0.07 0.13 0.09 0.03 ▲0.15 0.00 0.07 ▲0.02 0.17 0.02

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）・・・「職業安定業務取扱月報」P12参照

安定所別有効求人倍率の状況

　新規求職の状況（原数値）・・・「補足資料」P1項目2、「職業安定業務取扱月報」P6参照

▲ 19.7

　      新規求人数は、前年同月比6.9％（759人）増加の11,686人。

　　 新規求職者数は、前年同月比5.5％（338人）減少の5,756人。

※　本資料で使用する求人に関する数値は受理地別によるものである。

対前年同月比（ポイント）

令和5年3月

214

97.7

令和5年3月

94 ▲ 204 ▲ 34 591 ▲ 15

8.1 ▲ 1.1

有効求職者数（人）

▲ 2.45.6

　　　　【増加した産業】
建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％

医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％
　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

　②　主要産業における新規求人の状況・・・「補足資料」P3、「職業安定業務取扱月報」P9参照

　①　新規求人の状況・・・「補足資料」P1項目4、「職業安定業務取扱月報」P7参照

  新規求人の状況（原数値）
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Ⅴ

　

年月 求人倍率

令和4年10月 1.19

令和4年11月 1.18

令和4年12月 1.22

令和5年1月 1.22

令和5年2月 1.18

令和5年3月 1.19

参考　１　雇用失業情勢判断の推移

（改訂後の令和4年10月の有効求人倍率1.19倍）

有効求人倍率が19か月連続で１倍以
上

雇用情勢判断

【事業主】人材の育成・活性化や確保等に取り組む事業主を支援します。また、業況の厳しい事業主については、引き続
　　　　　　き雇用調整助成金等の各種助成金の活用を促し、労働者の雇用維持・継続の取り組みを支援します。
【求職者】雇用の確保を図るため求職者ニーズを踏まえた求人開拓を実施するとともに、各種セミナー、企業説明会の開
　　　　　　催など求人と求職のマッチング機会を確保し、併せて公的職業訓練の受講あっせん等による再就職支援を積極
　　　　　　的に行います。

【県内ハローワークにおける取組】
　（青森）5/15 福祉のお仕事ガイド入門セミナー、5/26 就勝クラブ
　（八戸）5/9,30 求人事業所説明会
　（弘前）5/10 職業訓練説明会、5/17,29 ミニ面接会
　（むつ）5/10 看護のお仕事移動相談、5/18 ハローワーク出張相談（大間町）
　（三沢）5/9 企業セミナー（日本フードパッカー）
　（黒石）5/17 会社説明会・ミニ面接会

上記のほか、各ハローワークでは随時セミナーなどを開催しています。

青森労働局の取組

〇　本県経済は、物価上昇などの影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。
　　　　　　　　　　【青森県：４月５日発表　青森県経済統計報告（令和５年１月・２月の経済指標を中心として）】

〇　県内の景気は、持ち直している。この間、企業の業況感は、製造業、非製造業ともに悪化したことから、全産業でも
　悪化した。
　　最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投資は、増加している。個人消費は、全体
　としては回復している。住宅投資は、弱めの動きとなっている。
　　生産は、弱含んでいる。雇用・所得情勢は、全体としては改善している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【日本銀行青森支店：４月14日発表　県内金融経済概況４月公表分】

〇　2023（令和５）年３月度の青森県企業倒産は４件（前年同月比42.85％減）、負債総額は９億5,900万円（同183.72％
　増）となった。倒産件数は前年同月から３件減少したものの、（株）ホテルニューキャッスルの倒産（負債総額７億
　8,600万円）が全体の負債総額を押し上げたことで、負債総額は前年同月、前月から大幅に増加した。
　　東京商工リサーチが集計している全国の「新型コロナウイルス」関連破たん状況では、件数は2022年より増勢を強
　め、2023年に入っても１月は245件、２月も249件と増え続け、３月はこれまでの最多を大幅に更新する328件が判明。
　４カ月連続で月間最多を更新している。本県においても３月度の倒産は前月に続き４件とも「新型コロナウイルス関連
　倒産」で、これにより累計62件に上っており、増加の流れはまだまだ続きそうである。
　　政府は2023年５月に新型コロナウイルスの感染症法上の位置付けを「５類」に引き下げることを発表。これに伴いマ
　スク着用の有無、行動制限の緩和など、ウィズコロナに向けた動きが加速し、国内経済活動の活発化も期待されるが、
　現状においては電気料金などのエネルギーコスト上昇や原材料などの物価高、人件費のコストアップなど、中小企業に
　とって懸念材料は依然多い。また、コロナ関連融資（ゼロ・ゼロ融資）の返済動向なども懸念されるところであり、こ
　れ等の有効な打開策が見い出せない中で、中小企業の取り巻く環境は更に厳しさを増すだろう。県内の倒産件数は現在
　のところー進一退で推移しているが、年度単位などで見ると増加傾向を示していることは明らかであり、今後の倒産動
　向についても引き続き注視が必要と言える。
　　　　　　　　　　　　【東京商工リサーチ青森支店：４月４日発表　2023（令和５）年３月度青森県企業倒産状況】

参考　２　他機関の景気判断・・・「職業安定業務取扱月報」P１参照

特徴

同上

有効求人倍率が24か月連続で１倍以
上

同上

（改訂後の令和4年12月の有効求人倍率1.22倍）

有効求人倍率が21か月連続で１倍以
上

同上

（改訂後の令和4年11月の有効求人倍率1.20倍）

有効求人倍率が20か月連続で１倍以
上

同上

有効求人倍率が22か月連続で１倍以
上

青森県の雇用失業情勢は、緩やかに持ち直しているものの、新型コロ
ナウイルス感染症や物価上昇が雇用に与える影響に留意する必要があ
る。

同上

有効求人倍率が23か月連続で１倍以
上
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